
一般介護予防事業業務（島原市）仕様書 

 

１ 目的 

介護保険法第 115条の 45第１項の規定に基づき、介護予防を推進する運動を中心とした通

所型サービスを実施し、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続することができるよ

う、自立保持のための身体的・精神的・社会的機能の維持向上を図ることを目的とする。 

 

２ 対象者 

島原市に住所を有する第１号被保険者(65歳以上の者) 

 

３ 実施区域 

  島原市内の７地区（安中、白山、霊丘、森岳、杉谷、三会、有明） 

 

４ 業務期間 

  令和５年６月１日から令和６年３月 31日まで  

   

５ 実施人数及び実施回数 

(1) 実施人数 

実施１回当たりの人数は、従事体制及び会場等を踏まえて安全に実施できる人数とする。 

(2) 実施回数 

ア 実施区域の参加人数に応じた教室を設置する。 

イ １教室につき週１回程度、月４回を上限とする。新型コロナウイルス感染症拡大及び 

自然災害等で教室が開催できなかった場合は、振替えを可能とする。 

 

６ 参加者への周知 

  介護予防教室の周知は受注者が行う。 

 

７ 実施内容 

実施内容は次のとおりとする。 

(1) 介護予防教室の開催 

介護予防教室を開催し、介護予防の知識や技術の普及啓発を行う。 

具体的な内容等は下記のとおりとする。 

ア 実施者 

次に掲げる資格を有する又は介護予防教室の指導経験を有する従事者２人以上が 

指導すること。ただし、参加者の人数や状況、実施内容やボランティアの活用等の 

工夫により、安全に実施できると判断できる場合にはこの限りではない。 

［必要とする資格］ 

・健康運動指導士 

・健康運動実践指導者 

イ 実施日程・会場 



受注者が各地区の公民館など地域住民が通いやすい会場を手配する。変更・中止と 

なる場合の会場との調整及び参加者への連絡等についても受注者にて行う。 

ウ 実施内容 

参加者の筋力の維持・向上を目指し、心身の状況にあった介護予防のための多様な 

プログラムを実施すること。 

エ 実施時間 

１回につき１時間 

オ 体力測定 

下記項目について年２回（９月・３月頃）実施し、最終結果を取りまとめ、島原地 

域広域市町村圏組合が指定する日までに報告するものとする。 

[体力測定の項目] 

・体重 ・握力（左右） ・開眼 ・片足立ち（左右）  

・TUG（タイムアップアンドゴー） 

カ その他 

・教室で使用する物品や資料については受注者が準備する 

・教室の参加費は無料とする。 

 

８ 実施報告 

  受注者は、実施報告書（一般介護予防事業報告書、参加者名簿）を１箇月ごとに発注者に 

提出すること。その際は、委託料請求書とともに実施翌月の 10 日まで提出すること。また、 

事業終了時には、評価を含めた年間実施報告書（プログラムの概要、実施場所、実施回数、 

参加人数、実施担当者名、アンケート、総評、考察、課題等がまとめられたもの）を提出す 

ること。 

 

９ 委託料 

委託単価には、人件費、消耗品費、燃料費、通信運搬費、自動車保険料、傷害保険料、会 

場借上料、自動車借上料、講習会参加費等教室実施に係る経費を全て含む。 

委託料の支払いは、１箇月ごとの実績払いとし、実施報告書とともに発注者に請求すること。 

 

10 安全管理 

(1) 事業が安全に行われるよう、事故防止のため十分な注意を払うとともに、緊急時にも対 

応できるように体制を整備すること。 

(2) 受注者は、新型コロナウイルス感染防止のために使用する消毒液等の消耗品を準備する 

こと。また、介護予防教室実施時は、従事者及び参加者ともにマスクを着用し、一定間隔 

を空けて感染防止策を講じた上で実施すること。 

 

11 事故への対応 

受注者は、事故発生防止の対策を講じた上で、偶発的な事故に備え参加者に対する傷害保

険等に加入すること。また、参加者が医療受診を必要とするような重大な事故が発生した場

合は、速やかに必要な処置を行い、事故発生時の状況や対応及び改善策等を記載した報告書



（任意様式）を発注者へ提出すること。 

 

12 留意事項 

(1) 教室実施に必要な記録表（参加者名簿、実施計画及びその他資料）を整備するものとす

る。 

(2) 受注者は、業務の実施に当たり、個人情報の漏洩、滅失及び毀損の防止その他の個人情

報の適切な管理のために必要な措置を講じること。 

(3) 委託事業に係る関係書類は、委託期間終了の翌月から起算して５年間が経過するまでの

間、保管する。 

(4) 教室の実施は、参加者の意向等に十分配慮し、一方的な指導とならないようにする。 

 

13 備品貸与 

  発注者は業務に必要な物品を受注者に貸与する。貸与する物品については、別途借用書で 

取り決める。 

  なお、破損した場合は、発注者へ報告し、受注者の責任において原型復帰する。 

 

14 その他 

  この仕様書に定めのない事項については、発注者及び受注者が協議して定めるものとする。 


